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平成２０年地価公示に基づく地価動向について《千葉県》 

県土整備部用地課 
 
第１ 地価公示制度の概要 
１ 地価公示の目的 
   地価公示は、地価公示法第２条の規定により国土交通省土地鑑定委員会が、毎年 

1 回標準地の正常な価格を調査し、その結果を公示するものである。 
   この調査は、都道府県知事が行う地価調査〔国土利用計画法施行令第９条の規定

により毎年1 回（７月１日時点）基準地の標準価格を調査し公表〕とともに、一般の

土地の取引価格に対して指標を与えるとともに、公共事業用地の取得価格算定の基準

とされ、また、国土利用計画法に基づく土地取引の規制における土地価格算定の基準

とされる等により、適正な地価の形成に寄与することを目的としている。 
 
２ 調査対象区域・調査地点 

県内５７市区町村（都市計画区域：５５市区町村、都市計画区域外：２町）の   

１，４３７地点（都市計画区域：１，４３５地点、都市計画区域外：２地点）で    

調査が実施された。 
◎ 平成２０年地価公示 標準地数 

区 分 住宅地 宅 地
見込地

商業地
準 工
業 地

工業地
調区内
宅 地 林 地 合 計

継 続 地 点 数 1,069 7 192 49 43 57 7 1,424
選定替地点数 6 4 2  12
新 規 地 点 数 1   1

計 1,076 7 196 49 43 59 7 1,437
 
３ 地価公示価格の性格 
   地価公示価格（毎年１月１日時点）は、標準地の１平方メートル当たりの正常な

価格である。正常な価格とは、売り手・買い手双方に売り急ぎ、買い進み等の特殊

な事情がない取引で成立すると認められる価格であり、いわゆる売り手にも買い手

にも偏らない客観的な価格を表したものである。 
また、地価公示価格は、建物や、使用・収益を制限する権利がない、つまり土地

のみ（更地）の価格である。 
 

４ 基準日及び公表日   基準日      ：平成２０年１月１日 
   公表日〔官報公示〕：平成２０年３月２５日 
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第２ 地価公示の結果概要 
１ 全般的な動向 
 ○ 平成１９年１月以降の１年間の千葉県の地価は、住宅地、商業地、準工業地、  

工業地及び全用途平均で２年連続して上昇し、宅地見込地が、平成３年以来１７年

ぶりにわずかな上昇、市街化調整区域内宅地がわずかな下落となっている。 
 ○ 平成２０年地価公示の県全域の継続地点（林地を除く。以下同じ。）１，４１７

地点の内、１，０６６地点で上昇、２０８地点で横ばいとなり、平成１９年地価   

公示（上昇７７６地点、横ばい２５４地点）に比べて上昇地点が大幅に増加する  

など、地価の持ち直し傾向が県全域へと広がった。 
 
 （１） 住宅地では、県平均で２．８％上昇し、平成１９年地価公示の上昇率を上回

る上昇となった。 
県内の調査対象５５市区町村の内、３９市区町（前年２２市区町）で上昇、

４町村で横ばい、１２市町（前年３０市町村）で下落したが、１１市町では  

下落幅が大幅に縮小し、１町が前年と同率下落となっている。 
 （２） 商業地では、県平均で６．１％上昇し、平成１９年地価公示の上昇率を上回

る上昇となった。 
県内の調査対象４９市区町村の内、２７市区町（前年２３市区）で上昇、  

１０市町村で横ばい、１２市町（前年２５市町村）で下落したが、下落幅は  

大幅に縮小した。 
 （３） 全用途平均では、県平均で３．３％上昇し、平成１９年地価公示の上昇率を

上回る上昇となった。 
県内の調査対象５７市区町村の内、３３市区町（前年２０市区）で上昇、  

４市町村で横ばい、２０市町村（前年３４市町村）で下落したが、下落幅は  

大幅に縮小した。 
 
◎用途別対前年平均変動率                    （単位：％） 
  用途 
年 

住宅地 
宅 地 
見込地 

商業地 準工業地 工業地 
調区内 
宅 地 

全用途 
平 均 

平成20年 ２．８ ０．２ ６．１ ３．９ ６．０ ▲０．６ ３．３

平成19年 １．６ ▲１．１ ３．６ １．３ １．２ ▲２．１ １．７

※ 継続地点の標準地ごとの対前年変動率の和を当該標準地数で除したもの 
◎用途別平均価格                       （単位：円／㎡） 
  用途 
年 

住宅地 
宅 地 
見込地 

商業地 準工業地 工業地 
調区内 
宅 地 

全用途 
平 均 

平成20年 115,000 37,500 283,100 75,300 51,300 24,700 130,700
平成19年 110,800 37,100 256,900 70,200 47,300 25,100 123,200
※ 標準地ごとの価格の和を当該標準地数で除したもの 
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２ 地域別の動向 
（１） 東京圏東京近接地域 

ア 住宅地 【１４市区】 
   ○ 東京圏東京近接地域の１４市区全てで平均変動率が上昇となり、東京近接 

地域全体では、平均で３．７％上昇し、平成１９年地価公示の上昇率（２．８％）

を上回る上昇となっている。 
なお、浦安市、市川市では、両市ともほぼ全ての地点で、平成１９年地価  

公示の上昇率を下回るなど上昇率に鈍化の傾向が見られる。 
   ○ 継続地点６２９地点の内、５６７地点で上昇、５７地点で横ばいとなり、  

平成１９年地価公示（上昇４６２地点、横ばい１２６地点）に比べて、上昇  

地点が大幅に増加し、上昇傾向が地域全体に広がった。 
○ 都心への接近性、交通利便性や住環境等に優れた東京近接地域では、戸建 

住宅・マンション等の希少性の高い物件に需要が根強く、約９割の地点が上昇

となっているが、半期ごとの地価動向を見ると、平成１９年後半に入って上昇

率が鈍化した地点が大半となった。 
   ○ また、流山市・柏市のつくばエクスプレス沿線の駅勢圏では、都心への   

交通利便性の向上や土地区画整理事業の伸展などを背景として、全ての地点で

上昇となっている。 
 
  イ 商業地 【１４市区】 
   ○ 東京圏東京近接地域の１４市区全てで平均変動率が上昇となり、東京近接 

地域全体では、平均で９．５％上昇し、平成１９年地価公示の上昇率（６．７％）

を上回る上昇となっており、６市区では１０％を超える高い上昇率となって 

いる。 
なお、市川市では、ほぼ全ての地点で、平成１９年地価公示の上昇率を下回

るなど、上昇率に鈍化の傾向が見られる。 
   ○ 継続地点１１０地点の内、１０９地点で上昇し、その内９地点が２０％を 

超える高い上昇率を示す地点も見られたが、半期ごとの地価動向を見ると、 

平成１９年後半に入って上昇率が鈍化した地点が大半となった。 
   ○ 浦安市では、ＪＲ京葉線沿線各駅周辺を中心として複合商業施設や大型商業

施設の進出による繁華性の向上、近隣でのマンション・ホテル建設による集客

力期待等を背景として、引き続き上昇傾向を強めている。 
   ○ 千葉市中央区では、継続地点２３地点の内８地点が２０％を超える高い上昇

率を示しているが、これは景気回復が続く中、駅周辺でのマンション需要や 

マンション建設による集客力期待等を背景としたものである。 
   ○ その他の市区でも、都心直結のＪＲ総武線・京葉線・常磐線の各駅周辺の  

高容積率地域等のマンション適地での需要が増大し、利便性・収益性の高い 

土地においては、上昇傾向がより鮮明になっている。 
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  ウ その他の用途 
   ○ 東京都に隣接した浦安市、市川市、船橋市の準工業地・工業地では、都心部

や羽田・成田空港へのアクセスが良好であることなどから、物流施設に対する

需要の増大等を背景として、高い上昇となっている。中でも市川市の工業地で

は３地点で３５％を超える高い上昇率を示した。 
 
（２） 東京圏その他地域  
  ア 住宅地 【１７市町村】 
   ○ 野田市が平均で▲０．４％、印旛郡栄町が▲１．３％の下落となっているが

下落幅は縮小し、印旛郡印旛村が横ばい、これらの市町村以外の１４市町では

上昇し、東京圏その他地域全体では、平均で１．９％（前年０．０％）上昇   

した。 
   ○ 継続地点３６０地点の内、２４１地点で上昇、５５地点で横ばいとなり、  

１９年地価公示（上昇１２８地点）に比べて、上昇地点が大幅に増加し、地価

の上昇傾向が地域全体へ広がってきた。 
   ○ これは景気回復が続く中、市街地整備等による利便性の向上や住環境に恵ま

れた地域で需要が顕在化してきたためである。 
 
  イ 商業地 【１１市】 
   ○ 平成１９年地価公示で、１６年ぶりに上昇に転じた７市では２年連続して 

上昇し、前回下落の変動を示した４市の内、３市が横ばい、１市が下落と   

なっているが下落幅は大幅に縮小し、東京圏その他地域全体では、平均で  

２．８％（前年０．４％）上昇した。 
   ○ 継続地点４４地点の内、３１地点で上昇、１０地点で横ばいとなり、地価の

上昇傾向が地域全体へ広がってきた。 
   ○ 上昇した７市をはじめ東京圏その他地域の交通利便性に恵まれた駅に近い

商業地では、マンション適地としての需要や長年の大幅な下落による周辺住宅

地価格との接近などを受け、上昇したものである。 
 
（３） 地方圏 
  ア 住宅地 【２４市町村】 
   ○ 地方圏２４市町村の内１１市町で上昇、３町村で横ばいとなり、地方圏全体

では、平均で０．５％（前年▲１．２％）と、平成３年以来１７年ぶりにわず

かに上昇に転じた。 
   ○ 継続地点８０地点の内、３０地点で上昇、３１地点で横ばいとなり、１９年

地価公示に比べ、上昇、横ばい地点が大幅に増加した。 
○ 利便性・住環境等の良好な住宅地を中心に需給が改善されつつあり、地価の

持ち直しの兆しが広がり見せはじめた。 
また、下落した地点でも、長年の下落による底値感から下落幅は大幅に縮小

している。 
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  イ 商業地 【２４市町村】 
   ○ 地方圏２４市町村の内６市町で上昇、７市町村で横ばいとなり、地方圏全体

では、平均で０．１％と、ほぼ横ばいながら１７年ぶりにわずかに上昇に転  

じた。 
○ 上昇・横ばいとなった地域でも、商業地としての需要は見られないが、長年

の下落による住宅地価格との接近や住宅用途への転換利用が見られ、地価の 

持ち直しの兆しが広がりを見せはじめた。 
また、下落した地点でも、長年の下落による底値感から下落幅は大幅に縮小

している。 
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３ 用途別の動向 

（１） 全用途平均 
  ア 変動率 
   ① 全用途平均では、県平均で３．３％上昇し、平成１９年地価公示の上昇率   

（１．７％）を上回る上昇となった。 
   ② 県内の調査対象５７市区町村の内、３３市区町で上昇、４市町村で横ばい、  

２０市町村で下落となっているが、全ての市町村で下落幅が縮小している。 
   ③ 市区町村別の平均変動率では、浦安市が９．８％と も高い上昇率となって  

おり、次いで、千葉市中央区で８．４％、市川市で７．１％の上昇となってい

るが、浦安市、市川市では、平成１９年地価公示の上昇率を下回った。 
     一方、平均変動率で下落が高いのは、多古町が▲２．９％と も高く、次い

で、東庄町の▲２．１％、本埜村の▲１．４％となっている。 
④ 継続地点１，４１７地点の内、１，０６６地点で上昇、２０８地点で横ばい

となっており、１９年地価公示に比べて、上昇地点が大幅に増加した。 
  イ 価 格 
   ① 全用途平均の県平均価格は、１３０，７００円／㎡で、平成１９年地価公示  

より７，５００円上昇した。 
   ② 市区町村別の平均価格は、浦安市が３７７，７００円／㎡と も高く、次い

で、市川市の２９４，６００円／㎡、千葉市中央区の２２６，１００円／㎡と

続いている。 
 

（２） 住宅地 
  ア 変動率 
   ① 住宅地では、県平均で２．８％上昇し、平成１９年地価公示の上昇率（１．

６％）を上回る上昇となった。 
   ② 県内の調査対象５５市区町村の内、３９市区町で上昇、４町村で横ばい、１

２市町で下落したが、１１市町では下落幅が縮小し、１町が前年と同率下落と   

なっている。 
   ③ 市区町村別の平均変動率では、浦安市が７．６％と も高い上昇率となって  

おり、次いで、千葉市美浜区で５．９％、千葉市中央区で５．６％となってい

るが、浦安市、市川市では、平成１９年地価公示の上昇率を下回った。 
     一方、平均変動率で下落が高いのは、多古町が▲２．４％と も高く、次い

で、東庄町の▲２．０％、栄町の▲１．３％となっている。 
④ 継続地点１，０６９地点の内、８３８地点で上昇、１４３地点で横ばいと   

なり、下落地点は８８地点で前回の２８５地点から大幅に減少し、地価上昇が  

概ね県全域へと広がった。 
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  ⑤ 標準地別の変動率は、千葉市中央区蘇我町１丁目「千葉中央－２１」が    

１４．５％と も高い上昇率を示し、次いで、柏市柏の葉１丁目「柏－５５」

の１４．２％、同市柏の葉３丁目「柏－３０」の１３．６％となっている。 
     一方、変動率の下落が高いのは、我孫子市古戸「我孫子－３４」が▲３．７％

で も高く、次いで、酒々井町下岩橋「酒々井－２」の▲３．３％、我孫子市    

布佐酉町「我孫子－２９」及び同市新木野３丁目「我孫子－２８」の▲３．２％

となっている。 
 
【住宅地変動状況】 

市 区 町 村 標 準 地 
変 動 区 分 

２０年 １９年 ２０年 １９年 
１０．０％～１９．９％ ― １市 １４ ５６

５．０％～ ９．９％ ６市区 １市 ２２１ ９３

０．１％～ ４．９％ ３３市区町 ２０市区町 ６０３ ４５１

０．０％ ４町村 ２市 １４３ ２０４

▲０．１％～▲４．９％ １２市町 ２９市町村 ８８ ２７７

▲５．０％～▲９．９％ ― ２町 ― ８

計 ５５市区町村 ５５市区町村 １，０６９ １，０８９

 
  イ 価 格 
   ① 県の平均価格は、１１５，０００円／㎡で、平成１９年地価公示より 

４，２００円上昇した。 
   ② 市区町村別の平均価格は、浦安市が３４４，７００円／㎡と も高く、次い

で、市川市の２４４，３００円／㎡、千葉市美浜区の２０４，０００円／㎡と

続いている。 
   ③ 標準地別の価格は、浦安市舞浜３丁目の区画整然とした閑静な高級住宅地内

にある「浦安－１６」が４４０，０００円／㎡と、平成１５年から連続して県

内 高価格となっている。 
次いで、同市美浜４丁目「浦安－１３」の４３３，０００円／㎡、同市舞浜   

２丁目「浦安－１４」の４３０，０００円／㎡と続いている。 

 

（３） 宅地見込地 
  ア 変動率 
   ① 宅地見込地では、県平均で０．２％上昇し、平成３年以来１７年ぶりにわず

かな上昇となった。 
   ② 標準地別（各市区１地点）では、流山市が５．１％上昇し、平成１９年地価   
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公示の上昇率を上回る上昇を示し、千葉市中央区が０．７％、柏市が０．５％

とわずかに上昇、松戸市が横ばい、野田市が▲０．５％、佐倉市が▲０．７％、    

木更津市が▲３．５％の下落となっている。 
  イ 価 格 
  ① 県の平均価格は、３７，５００円／㎡で、平成１９年地価公示より４００円  

上昇した。 
   ② 標準別の価格は、松戸市が７０，０００円／㎡と も高く、次いで、流山市

の６２，０００円／㎡、柏市の４４，２００円／㎡と続いている。 

 

（４） 商業地 
  ア 変動率 
   ① 商業地では、県平均で６．１％上昇し、平成１９年地価公示の上昇率（３．

６％）を上回る上昇となった。 
   ② 県内の調査対象４９市区町村の内、２７市区町で上昇、１０市町村で横ばい、

１２市町では下落となっているが、下落幅は大幅に縮小した。 
   ③ 市区町村別の平均変動率では、浦安市が１７．０％と も高い上昇となって  

おり、次いで、千葉市中央区で１５，２％、船橋市で１１．９％となっている。 
     なお、市川市では、平成１９年地価公示の上昇率を下回った。 
     一方、下落率が高いのは、多古町が▲３．４％と も高く、次いで、東庄町

の▲２．３％、八街市の▲２．２％となっている。 
④ 継続地点１９２地点の内、１５０地点で上昇、２５地点で横ばいとなり、下

落地点は１７地点で前回の４０地点から大幅に減少し、地価上昇が概ね県全域

へと広がった。 
   ⑤ 標準地別の変動率では、上昇率上位１０地点の内９地点が千葉市中央区で、  

中央区南町２丁目「千葉中央５－８」が２４．５％と も高い上昇率を示し、   

次いで、同区問屋町「千葉中央５－１４」の２２．２％、同区中央４丁目「千

葉中央５－５」の２１．３％となっているが、これはマンション需要やマンシ

ョン建設による集客力期待等を背景としたものである。 
     一方、変動率の下落が高いのは、多古町多古「多古５－１」が▲３．４％で   

も高く、次いで、八街市八街「八街５－２」の▲２．７％、香取市小見川    

「香取５－３」の▲２．５％となっている。 
【商業地変動状況】 

市 区 町 村 標 準 地 
変 動 区 分 

２０年 １９年 ２０年 １９年 
２０．０％～ ― ― ９ １

１０．０％～１９．９％ ６市区 ２市 ４３ ２０

５．０％～ ９．９％ ６市区 ３市区 ３５ ４８
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０．１％～ ４．９％ １５市町 １８市区 ６３ ５９

０．０％ １０市町村 ２町 ２５ ２６

▲０．１％～▲４．９％ １２市町 ２３市町村 １７ ３８

▲５．０％～▲９．９％ ― ２町  ２

計 ４９市区町村 ５０市区町村 １９２ １９４

  イ 価 格 
   ① 県の平均価格は、２８３，１００円／㎡で、平成１９年地価公示より 

２６，２００円上昇した。 
   ② 市区町村別の平均価格は、市川市が７３１，５００円／㎡と も高く、次い

で、浦安市の７２８，８００円／㎡、柏市の５５３，５００円／㎡と続いてい

る。 
   ③ 標準地別の価格は、千葉市中央区富士見２丁目のＪＲ千葉駅前広場に接面し、

店舗・事務所等が建ち並ぶ繁華性の高い商業地域内にある「千葉中央５－１」

が２，４００，０００円／㎡と、昭和６２年から連続して県内 高価格となっ

ている。 
次いで、柏市柏１丁目「柏５－１」の１，６１０，０００円／㎡、千葉市中

央区富士見１丁目「千葉中央５－２２」の１，４５０，０００円／㎡と続いて

いる。 

 

（５） 準工業地 
  ア 変動率 
   ① 準工業地では、県平均で３．９％上昇し、平成１９年地価公示の上昇率    

（１．３％）を上回る上昇となった。 
   ② 県内の調査対象１８市区町の内、１７市区で上昇、野田市１市が下落となっ

ているが、下落幅は縮小した。 
   ③ 市区町村別の平均変動率では、浦安市が１７．２％と も高い上昇となって  

おり、次いで、市川市で１２．６％、船橋市で５．８％となっている。 
④ 継続地点４９地点の内、３９地点で上昇、９地点で横ばいとなり、下落地点

は野田市の１地点のみとなり、地価上昇が県全域へと広がった。 
   ⑤ 標準地別の変動率は、市川市二俣「市川７－２」が２３．８％と も上昇率

が高く、次いで、浦安市鉄鋼通り２丁目「浦安７－２」が２３．５％、同市港    

「浦安７－３」の２０．２％と高い上昇率となっているが、これは物流施設等

に対する需要の増大を背景としたものである。 
 
【準工業地変動状況】 

市 区 町 村 標 準 地 
変 動 区 分 

２０年 １９年 ２０年 １９年 
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２０．０％～ ― ― ３ ２

１０．０％～１９．９％ ２市 １市 １ １

５．０％～ ９．９％ ３市区 １市 ７ １

０．１％～ ４．９％ １２市区町 ８市区 ２８ １９

０．０％ ― ４市町 ９ １２

▲０．１％～▲４．９％ １市 ５市 １ １９

▲５．０％～▲９．９％ ― ― ― ―

計 １８市区町 １９市区町 ４９ ５４

 
  イ 価 格 
   ① 県の平均価格は、７５，３００円／㎡で、平成１９年地価公示より 

５，１００円上昇した。 
   ② 市区町村別の平均価格は、浦安市が１６３，０００円／㎡と も高く、次い

で、市川市の１４６，０００円／㎡、松戸市の１２６，０００円／㎡と続いて

いる。 
   ③ 標準地別の価格は、浦安市北栄４丁目「浦安７－１」が２０５，０００円／

㎡で県内 高価格となっている。 
次いで、松戸市中根長津町「松戸７－３」の１６５，０００円／㎡、市川市   

二俣１丁目「市川７－１」の１６２，０００円／㎡と続いている。 
 
（６） 工業地 
  ア 変動率 
   ① 工業地では、県平均で６．０％上昇し、平成１９年地価公示の上昇率（１．

２％）を上回る上昇となった。 
   ② 県内の調査対象１５市区の内、１２市区で上昇、１市で横ばい、２市では下

落となっているが、下落幅は縮小した。 
   ③ 市区町村別の平均変動率では、市川市が３５．１％と も高い上昇となって  

おり、次いで、船橋市で９．４％、千葉市美浜区で６．３％となっている。 
④ 継続地点４３地点の内、３０地点で上昇、８地点で横ばいとなっており、下

落地点は、野田市（３地点）、君津市（２地点）のみとなり、地価上昇が県全

域へと広がった。 
   ⑤ 標準地別の変動率は、市川市塩浜３丁目「市川９－１」が３９．０％と も   

上昇率が高く、次いで、同市二俣新町「市川９－２」の３８．６％、同市高浜

町「市川９－３」の３５．５％、同市田尻１丁目「市川９－４」の２７．４％、    

船橋市日の出２丁目「船橋９－２」１８．１％と、高い上昇率となっているが、

これは物流施設等に対する需要の増大を背景としたものである。 
     一方、変動率の下落が高いのは、野田市中里「野田９－１」が▲２．８％で   

も高く、次いで、同市蕃昌新田「野田９－３」の▲１．７％、同市二ツ塚    
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「野田９－２」の▲１．４％となっている。 
【工業地変動状況】 

市 区 町 村 標 準 地 
変 動 区 分 

２０年 １９年 ２０年 １９年 
２０．０％～ １市 ― ４ ２

１０．０％～１９．９％ ― １市 １ ２

５．０％～ ９．９％ ５市区 ― １０ ２

０．１％～ ４．９％ ６市区 ７市区 １５ １２

０．０％ １市 ― ８ ６

▲０．１％～▲４．９％ ２市 ７市 ５ ２１

▲５．０％～▲９．９％ ― ― ― １

計 １５市区 １５市区 ４３ ４６

  イ 価 格 
   ① 県の平均価格は、５１，３００円／㎡で、平成１９年地価公示より 

４，０００円上昇した。 
   ② 市区町村別の平均価格は、市川市が１１９，８００円／㎡と も高く、次い

で、船橋市の７１，９００円／㎡、習志野市の６５，３００円／㎡と続いてい

る。 
   ③ 標準地別の価格は、市川市田尻１丁目「市川９－４」が１７２，０００円／

㎡で県内 高価格となっている。次いで、同市塩浜３丁目「市川９－１」の     

１０７，０００円／㎡、同市高浜町「市川９－３」の１０３，０００円／㎡と   

続いている。 

 

（７） 市街化調整区域内宅地 
  ア 変動率 
   ① 市街化調整区域内宅地では、県平均で▲０．６％とわずかな下落となってい

る。 
   ② 県内の調査対象２５市区町村の内、４市区で上昇、６市区で横ばい、１５市

町村は下落となっているが、下落幅は縮小した。 
   ③ 市区町村別の平均変動率では、四街道市が３．４％と も高い上昇となって  

おり、次いで、市川市で１．８％、千葉市花見川区及び市原市で０．１％と    

なっている。 
     一方、平均変動率で下落が高いのは、酒々井町が▲４．９％と も高く、次

いで、我孫子市の▲３．２％、印西市の▲１．８％となっている。 
④ 継続地点５７地点の内、６地点で上昇、２２地点で横ばい、２９地点で下落

したが、平成１９年地価公示（下落５２地点）に比べて、下落地点が大幅に減

少した。 
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   ⑤ 標準地別の変動率は、四街道市大日「四街道１０－１」が３．４％と も上

昇率が高く、次いで、市川市柏井町２丁目「市川１０－１」の１．８％、木更

津市高柳「木更津１０－３」の１．０％となっている。 
     一方、変動率の下落が高いのは、酒々井町馬橋「酒々井１０－１」が▲４．

９％で も高く、次いで、成田市北羽鳥「成田１０－５」の▲４．１％、我孫

子市中峠「我孫子１０－１」の▲３．２％となっている。 
 
【市街化調整区域内宅地変動状況】 

市区町村 標準地 
変 動 区 分 

２０年 １９年 ２０年 １９年 
０．１％～４．９％ ４市区 ４市区 ６ ６

０．０％ ６市区 ２市 ２２ ４

▲０．１％～▲４．９％ １５市町村 １８市区町村 ２９ ５０

▲５．０％～▲９．９％ ― １町 ― ２

計 ２５市区町村 ２５市区町村 ５７ ６２

 
 
  イ 価 格 
   ① 県の平均価格は、２４，７００円／㎡で、平成１９年地価公示より４００円  

下落した。 
   ② 市区町村別の平均価格は、流山市が５９，３００円／㎡と も高く、次いで、  

市川市の５８，０００円／㎡、千葉市若葉区の５０，８００円／㎡と続いてい

る。 
   ③ 標準地別の価格は、千葉市若葉区加曽利町「若葉１０―２」が６１，０００

円／㎡で県内 高価格となっている。次いで、流山市上貝塚「流山１０－１」

の５９，３００円／㎡、市川市柏井町２丁目「市川１０－１」の５８，０００

円／㎡と続いている。 

 

（８） 現況林地 
   ○ 現況林地の県平均変動率は、平成１９年地価公示に比べて４．６ポイント縮

小し、▲２．０％（前年▲６．６％）となっている。 
   ○ 県の平均価格は、１，８６０円／㎡（前年１，９００円／㎡）となっている。 
   〔調査市及び地点数〕 
    千葉市緑区、木更津市、成田市、市原市、八千代市、印西市、白井市 

・・・各１地点 
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【参考】 

圏 域 区 分 別 市 町 村 一 覧 表 

 
圏 域 区 分 地 区 市  町  村 

千 葉 千葉市中央区・花見川区・稲毛区・ 
若葉区・緑区・美浜区、習志野市、 
八千代市 

東京近接地域 
（１４市区） 

東 葛 飾 市川市、船橋市、松戸市、柏市、流山市、

浦安市 
千 葉 市原市 
東 葛 飾 野田市、我孫子市、鎌ケ谷市 
印 旛 成田市、佐倉市、四街道市、印西市、 

白井市、富里市、酒々井町、印旛村、 
本埜村、栄町 

東 京 圏 

その他地域 
（１８市町村） 

君 津 木更津市、君津市、富津市、袖ケ浦市 
印 旛 八街市 
香 取 香取市、神崎町、多古町、東庄町 
海 匝 銚子市、旭市、匝瑳市 
山 武 東金市、山武市、大網白里町、芝山町、 

九十九里町、横芝光町 
長 生 茂原市、一宮町、長生村、白子町、 

長南町 
夷 隅 勝浦市、いすみ市、大多喜町、御宿町 

地 方 圏 
（２５市町村） 

安 房 館山市、鴨川市 
 

 


